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令 和 ６ 年 度 主 要 事 務 事 業 

政策経営部、教育委員会事務局 

区 分 事務事業名及び所管課 ６年度事業（目標） ６年度当初予算 事務事業の内容及び手法 

 世田谷区総合教育会議 

（政策企画課、教育総務課） 

首長と教育委員会が連携し

て教育政策の方向性を共有す

ることにより、より一層民意

を反映した教育行政の推進を

図る。 

 

3,561千円 １．世田谷区における今日の教育課題、重点

的に講ずべき施策等について議論し、区長

と教育委員会が教育政策の方向性や推進の

方策などを共有する。 

 

２．世田谷区の教育における課題等を区民と

共有するため、区民に開かれた場において

議論を行う。 
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令 和 ６ 年 度 主 要 事 務 事 業 

政策経営部 

区 分 事務事業名及び所管課 ６年度事業（目標） ６年度当初予算 事務事業の内容及び手法 

 新たな世田谷区史の編さん

（政策企画課） 

新たな区史刊行に向け、調

査・研究及び編さん作業を行

う。 

30,057千円 １．新たな区史の編さん 

原始・古代から現代に至る歴史資料の収

集・分析・調査を行うとともに、令和６年

度に近世編、７年度に中世編を刊行し、以

降10年度までに、近代編、原始・古代資料

編、現代編、原始・古代編の刊行を順次予

定する区史編さん作業を進める。 

 

２．「区史編さんだより」の発行 

区史編さんの進捗状況の報告や区史に関

する資料提供を区民に呼びかける情報紙を

発行する。 
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令 和 ６ 年 度 主 要 事 務 事 業 

政策経営部 

区 分 事務事業名及び所管課 ６年度事業（目標） ６年度当初予算 事務事業の内容及び手法 

 計画行政の推進 

（政策企画課） 

 基本構想（平成25年９月議

決）を実現するため、新たな

基本計画の着実な推進を図

る。 

 

（計画期間） 

基本計画 

 令和６年度（2024年度） 

 ～令和13年度（2031年度） 

 

11,614千円 １．基本計画の推進 

平成25年９月に区議会において議決され

た基本構想を実現するため、令和６年度を

初年度とする新たな基本計画を着実に推進

するとともに、基本計画をより多くの区民

に浸透させるため、子ども・外国人向けに

基本計画を発信する。 
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令 和 ６ 年 度 主 要 事 務 事 業 

政策経営部 

区 分 事務事業名及び所管課 ６年度事業（目標） ６年度当初予算 事務事業の内容及び手法 

 自治権拡充に向けた地方分

権改革と都区制度改革 

（政策企画課、財政課） 

  27千円 １．地方分権改革について 

【第一次地方分権改革（平成５年～）】 

国と自治体の役割の明確化､自治体の自

主･自立性の向上等 

【三位一体の改革（平成13年～）】 

国庫補助負担金の削減、税源移譲、地方

交付税の見直し 

【第二次地方分権改革（平成18年～）】 

  地方に対する規制緩和、国から地方への

事務・権限の移譲等 

  平成18年12月地方分権改革推進法が成立

され、平成19年４月より地方分権改革推進

委員会が発足された。地方分権改革推進委

員会は、第１次地方分権改革の課題として

持ち越されていた地方に対する規制緩和、

権限移譲を中心に４次にわたる勧告を行っ

た。 

平成23年４月第１次地方分権一括法に始

まった国から地方への権限移譲や規制緩和

は、平成26年５月第４次地方分権一括法を

もって367の法律が改正され、地方分権改革

推進委員会の勧告事項には一通り対処した

とされている。 

 （次頁に続く） 
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令 和 ６ 年 度 主 要 事 務 事 業 

政策経営部 

区 分 事務事業名及び所管課 ６年度事業（目標） ６年度当初予算 事務事業の内容及び手法 

 自治権拡充に向けた地方分

権改革と都区制度改革 

（政策企画課、財政課） 

（続き） 

   （提案募集方式） 

平成26年度より、従前の国主導による委

員会勧告方式から地域の実情や課題に精通

した地方の発意と多様性を重視し、個々の

地方自治体等から提案を募集し、提案の実

現に向けて検討を行う「提案募集方式」が

導入され、第５次地方分権一括法等により

法整備が進められてきた。以降、第13次地

方分権一括法まで成立している。 

（提案募集方式の活用） 

区はこれまで特別区長会を通じて「産後

ケア事業の法的事業化」、「児童相談所の設

置権限の移譲」「公園施設として設置される

建築物の許可手続の見直し」などを提案し

ている。 

（第14次地方分権一括法） 

令和６年３月に閣議決定された第14次地

方分権一括法案（９法律を一括改正）は通

常国会（第213回55号）において審議中とな

っている。 

  引き続き、提案募集方式を活用し、課題

解決のため積極的に発意していく。 

 

       （次頁に続く） 
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令 和 ６ 年 度 主 要 事 務 事 業 

政策経営部 

区 分 事務事業名及び所管課 ６年度事業（目標） ６年度当初予算 事務事業の内容及び手法 

 自治権拡充に向けた地方分

権改革と都区制度改革 

（政策企画課、財政課） 

（続き） 

   ２．都区制度改革について 

平成12年改正地方自治法により、特別区

が「基礎的な地方公共団体」として位置づ

けられるとともに、都と特別区の役割分担

及び財源配分の原則が規定された。一方で、

都区の大都市事務の役割分担などの根本課

題が積み残されたため、事務配分や区域の

あり方、税財政制度について検討を進める

べく、平成18年に都区のあり方検討委員会

を設置し、検討を続けているが、都区の見

解が乖離していることもあり協議が中断し

ている。 

（事務配分） 

検討対象事務444項目について方向性の

整理（内53項目の事務が「区に移管する方

向で検討する事務」）をしたものの、区域再

編の議論により検討が止まっている。一方

で、早期に検討が必要であった児童相談所

の設置については、都区のあり方検討委員

会と切り離して検討した。 

 

 

 

 （次頁に続く） 
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令 和 ６ 年 度 主 要 事 務 事 業 

政策経営部 

区 分 事務事業名及び所管課 ６年度事業（目標） ６年度当初予算 事務事業の内容及び手法 

 自治権拡充に向けた地方分

権改革と都区制度改革 

（政策企画課、財政課） 

（続き） 

  （区域のあり方） 

将来の都制度や東京の自治のあり方につ

いて、都と区市町村共同の調査研究を目的

として平成21年に東京の自治のあり方に関

する研究会が設置された。平成27年の研究

会最終報告では、区市町村は、危機的な状

況に陥る前から、合併、共同処理、相互補

完、機能分担等、多様な選択肢について、

主体的に検討、判断していく必要がある旨

報告されているが、具体の検討には至って

いない。 

（税財政制度） 

平成20年に区側から検討の必要性を提言

したが、都側の見解は時期尚早としており、

具体の議論には至っていない。 

 

３．さらなる自治権拡充の検討について 

  区は、最も身近な基礎自治体として、地

域の実情や区民生活の実態に即した総合的

な行政サービスを目指すとともに、持続可

能な自治体経営の仕組みを目指し、拡充す

べき権限など、さらなる検討を進めていく。 
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令 和 ６ 年 度 主 要 事 務 事 業 

政策経営部 

区 分 事務事業名及び所管課 ６年度事業（目標） ６年度当初予算 事務事業の内容及び手法 

 外郭団体の指導・調整 

（政策企画課） 

「外郭団体改革基本方針」

に次ぐ、令和６年度から８年

間にわたる新たな方針「外郭

団体将来ビジョン」に基づき、

区と外郭団体の役割分担を明

確にし、諸施策を推進してい

く。 

 

― １．外郭団体将来ビジョンに基づく取組み 

（１）役割を最大限発揮する。 

（２）区との連携・政策連動 

（３）経営の自主性・自立性向上 

 

２．連絡協議会、連絡会議の開催 

区と外郭団体の総合的な調整と各団体共

通の課題についての協議及びその他情報交

換等を行うため、外郭団体連絡協議会や外

郭団体連絡会議を開催する。 
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令 和 ６ 年 度 主 要 事 務 事 業 

政策経営部 

区 分 事務事業名及び所管課 ６年度事業（目標） ６年度当初予算 事務事業の内容及び手法 

 行政評価の推進 

（政策企画課） 

世田谷区未来つながるプラ

ン2022-2023（実施計画）にお

ける施策事業を対象とした評

価を行い、計画のPDCAサイク

ルを回すことで、施策の進行

管理を適切に行うとともに、

区民への説明責任を果たす。 

― 未来つながるプランにおける施策事業を対

象に、各施策事業の成果の達成状況や、新公

会計制度を活用したフルコスト分析により、

論理的かつ客観的な評価・分析を行う。評価

結果は決算付属資料「主要施策の成果」で議

会に報告する。 
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令 和 ６ 年 度 主 要 事 務 事 業 

政策経営部 

区 分 事務事業名及び所管課 ６年度事業（目標） ６年度当初予算 事務事業の内容及び手法 

 行政経営改革の推進 

（政策企画課） 

区政を取り巻く社会経済状

況が大きく変化するなかで、 

「世田谷区基本計画」に掲げ

る「目指すべき未来の世田谷

の姿」の実現に向け、「新たな

行政経営への移行実現プラ

ン」における取組みを着実に

推進する。 

また、令和７年度修正計画

の策定に向け、プランの考え

方に基づく新たな取組みの追

加・改廃に取り組んでいく。 

2,000千円  １．「新たな行政経営への移行実現プラン」に

基づく取組みの推進 

  プランの基本的考え方である「区民目線

によるサービスの推進」、「多様な主体との

連携強化による経営力向上」、「経営資源の

最適化」に基づき、プランにおける各取組

みを着実に推進していく。 

 

２．令和６年度における各所管部の取組みや

庁内外における好事例・先進事例の横展開

も含め検討し、年度内の取組みの追加・修

正や令和７年度の修正計画の策定に取り組

んでいく。 
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令 和 ６ 年 度 主 要 事 務 事 業 

政策経営部 

区 分 事務事業名及び所管課 ６年度事業（目標） ６年度当初予算 事務事業の内容及び手法 

 自治体間連携の推進 

（官民連携・行政手法改革

担当課） 

広域的地域活性化に資する

よう、交流自治体や近隣自治

体等が持つ資源を相互に活か

した連携・協働を推進する。 

1,501千円 

 

関係自治体と区による意見交換等の場を作

り、目指すべき相互の姿や連携事例の共有を

図ることで、自治体間の効果的な連携・協働

を推進する。 

 

１．自治体間連携フォーラム 

開催回数  年１回 

共催自治体 北海道中川町 

 

２．関係自治体情報の発信 

関係自治体の特色等を区ホームページで

発信し自治体間の情報共有を促進する。 

 

３．特別区全国連携プロジェクト 

特別区長会が進める全国連携プロジェク 

トの企画、事業を通じ、他自治体との情報 

共有および連携強化に取り組む。 
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令 和 ６ 年 度 主 要 事 務 事 業 

政策経営部 

区 分 事務事業名及び所管課 ６年度事業（目標） ６年度当初予算 事務事業の内容及び手法 

 官民連携の推進 

（官民連携・行政手法改革

担当課） 

１．官民連携の推進 

世田谷区官民連携指針に

基づき、民間企業等からの

提案募集や区の政策課題の

解決に向けた官民連携の取

組みを推進する。 

 

２．行政手法改革の推進 

「新たな行政経営への移

行実現プラン」に基づき、

これまでの業務手法や組織

の縦割りを見直し、柔軟な

組織運営の構築や職員の経

験学習機会の拡充による、

行政手法改革の推進に取り

組む。 

9,500千円 １．民間企業等からの提案募集及び連携実施 

に向けた調整 

  民間企業等からの提案を、官民連携提案

窓口（愛称「せたがやCo-Lab）により常時

受け付けるとともに、民間企業等や所管課

との対話により、連携実施に向けた調整を

行う。 

 

２．政策課題解決に向けたテーマ設定型の活 

 用 

  区の政策課題（テーマ）を提示して民間

企業等に提案を求める「テーマ設定型」の

更なる活用に向けて、各部が抱える政策課

題を的確に把握し、設定テーマとして民間

企業等に向けてダイレクトに情報を発信

するなど、庁内・庁外両面に向けたアプロ

ーチを強化し、区の政策課題の解決に向け

た官民連携の取組みを推進する。 

 

３．庁内の意識啓発に向けた取組み 

官民連携の実績を庁内において共有する

とともに、官民連携の推進に向けた庁内の

意識啓発に取り組む。 

（次頁に続く） 
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令 和 ６ 年 度 主 要 事 務 事 業 

政策経営部 

区 分 事務事業名及び所管課 ６年度事業（目標） ６年度当初予算 事務事業の内容及び手法 

 官民連携の推進 

（官民連携・行政手法改革

担当課） 

（続き） 

  ４．「提案型プロジェクトチーム制度」の実施 

  職員が政策形成過程を経験する機会を拡 

 充するとともに、庁内横断的に区政課題の  

 解決に取り組む柔軟な組織運営を構築する 

 ことを目的に、企画・立案から事業実施ま 

での一連の過程に取り組む「提案型プロジ 

ェクトチーム制度」を新たに実施する。 

15
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令 和 ６ 年 度 主 要 事 務 事 業 

政策経営部、総務部、財務部 

区 分 事務事業名及び所管課 ６年度事業（目標） ６年度当初予算 事務事業の内容及び手法 

 寄附文化の醸成とふるさと

納税対策の推進 

（ふるさと納税対策担当

課、総務課、課税課） 

ふるさと納税制度に起因す

る税源の流出が109億円にも

上っている現状を踏まえ、税

源流出の抑制に引き続き取り

組むとともに、世田谷の魅力

や区の取組みを発信すること

で、一層の寄附獲得を目指す。 

また、区民の参加と協働に

よる支え合いの輪が広がる地

域社会の実現を目指し、区に

対する寄附制度への理解を深

めるための啓発活動を強化

し、寄附文化の醸成を図る。 

311,763千円 ふるさと納税制度に起因する区民税の減収

による諸課題への対応及び寄附文化の醸成を

図るために設置した「世田谷区ふるさと納税

等対策本部」等を通じ、以下の取組みを進め

る。 

  

１．寄附獲得に向けた取組み 

税外収入の確保と寄附文化の醸成に向

け、区内外から共感を得られる世田谷らし

い施策に対する寄附募集や世田谷の多様な

魅力を発信し、来街を促すことができるよ

うなお礼の品の充実等に取り組む。 

 

２．ふるさと納税制度による税源流出の現状

と制度の問題点のＰＲ 

ふるさと納税制度による税源の流出が区

の財政状況に深刻な影響を与えていること

や、制度の問題点等を区民にＰＲすること

で、税源流出の抑制に取り組む。 

 

３．ふるさと納税制度の見直しに向けた取組み  

制度の廃止を含む抜本的な見直しに向

け、特別区長会等での機会を捉えて国へ働

きかけを行う。 

16
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令 和 ６ 年 度 主 要 事 務 事 業 

政策経営部、教育委員会事務局 

区 分 事務事業名及び所管課 ６年度事業（目標） ６年度当初予算 事務事業の内容及び手法 

 教育総合センターを拠点と

した連携取組みの推進 

(政策研究・調査課、事業推

進担当課) 

区の教育現場と各分野の協

力団体及び専門家等とが効果

的に連携できるよう橋渡しを

行うと共に、連携取組みが活

発かつ効果的に行えるよう伴

走支援する。 

1,469千円 １．連携取組みによる教育の質の向上 

学校や教育総合センター等の区の教育現

場と、各分野の協力団体及び専門家との効

果的な連携のあり方を研究し、連携取組み

による質の高い教育の推進に資する。 

 

２．連携ニーズの把握と伴走支援 

区の教育現場と区内大学や企業等、双方

の連携意向について把握するために対話の

場を作り、持続可能な手法を検討し、試行

的取組みの実践及び検証まで伴走支援す

る。 

 

３．庁内連携の強化 

連携取組みを推進するにあたり、区長部

局及び教育委員会の関係各課と一体となっ

て実践できるよう情報の共有及び調整を行

う。 

 

４．先進・優良事例の調査研究と普及 

各分野の協力団体及び専門家と連携した

区の教育的取組みを促進するため、国内外

の先進事例などを把握し、必要に応じて関

係者を対象とした学習の機会を設ける。 

17
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令 和 ６ 年 度 主 要 事 務 事 業 

政策経営部 

区 分 事務事業名及び所管課 ６年度事業(目標) ６年度当初予算 事務事業の内容及び手法 

 大学と世田谷区との連携推

進に関する取組み 

(政策研究・調査課) 

各大学の持つ専門性や地域

資源を活かしながら、地域社

会の持続的な発展に資するた

め、区内大学や近隣大学との

一層の連携・協働を推進する。 

172千円 大学と区による意見交換、情報共有の場を

作り、連携の考え方や目指すべき相互の姿な

ど共通認識を図ることで、大学との効果的な

連携・協働を推進する。 

 

１．大学学長と区長との懇談会 

  開催回数  年1回 

  開催予定日 令和6年11月７日(木) 

 

２．大学連携に関する調整連絡会 

  開催回数  年４回(予定) 
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令 和 ６ 年 度 主 要 事 務 事 業 

政策経営部 

区 分 事務事業名及び所管課 ６年度事業（目標） ６年度当初予算 事務事業の内容及び手法 

 せたがや自治政策研究所

による調査研究 

（政策研究・調査課） 

 区の政策形成基盤の強化を

図るため、政策研究、基礎研

究等を行う。 

 せたがや自治政策研究所

「２か年計画」（令和６年度・

令和７年度）に基づいて調査

研究を行う。 

17,562千円 １．社会調査 

（１）地域生活とコミュニティに関する調査 

   地域社会における人と人との関わりや

コミュニティ活動の今日的な状況を定量

的に測定するため社会調査を実施する。 

（２）「小さなまちの拠点」の調査 

   多様な地域の活動主体が交流し、地域

の課題解決していく場としての役割を果

たすことが期待されている「小さなまち

の拠点」について、調査を実施する。 

 

２．データの整備と活用 

（１）データ活用の推進 

区の現状を把握するために必要なデー

タとは何かを調査研究するとともに、デ

ータを見える化するツールとして、デー

タや情報を視覚的に表示して一覧できる

ダッシュボードを作成する。 

（２）区が実施する調査の実態把握 

計画策定等に際し区が実施した様々な

調査について情報を収集し、各調査概要

をまとめて庁内で共有する。 

 

 

（次頁に続く） 
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令 和 ６ 年 度 主 要 事 務 事 業 

政策経営部 

区 分 事務事業名及び所管課 ６年度事業（目標） ６年度当初予算 事務事業の内容及び手法 

 せたがや自治政策研究所

による調査研究 

（政策研究・調査課） 

（続き） 

  （３）せたがや版データアカデミーの開催 

講義と演習を通して職員のEBPM（エビ

デンスに基づく政策立案）に関する理解

促進を図る。 

 

３．自治制度研究 

区民に最も身近な自治体としての自治の

あり方を研究するため、児童相談所の設置

を事例とした調査研究を行う。 
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令 和 ６ 年 度 主 要 事 務 事 業 

政策経営部 

区 分 事務事業名及び所管課 ６年度事業（目標） ６年度当初予算 事務事業の内容及び手法 

 基幹統計調査 

（政策研究・調整課） 

国、東京都、関係機関と連

携し、調査方法、事務処理方

法を十分に検討のうえ、基幹

統計調査を円滑に実施する。 

11,102千円 １．農林業センサスの実施 

（１）調査期日 令和７年２月１日 

（２）調査区数 76調査区 

（３）調査対象 約900件 

（４）調査員数 約80名 

（５）指導員数 約３名 

（６）調査事項 

経営体の概要、世帯の構成と就業構造、

労働力、耕地及び保有林の面積、生産物

の販売金額 

（７）回答方法 紙調査票およびインター 

ネット回答 

 

２．令和７年国勢調査準備 

（１）調査区設定 

令和７年に実施する国勢調査の調査区

（約8,500調査区）を現地調査等により、

前回の区境界を見直し、設定する。 

設定日 令和６年10月１日 

（２）調査員の確保 

町会・自治会への推薦依頼等、調査員

の確保に向けた準備を進める。 

21



- 20 - 

 

令 和 ６ 年 度 主 要 事 務 事 業 

政策経営部 

区 分 事務事業名及び所管課 ６年度事業（目標） ６年度当初予算 事務事業の内容及び手法 

 持続可能な財政基盤の維持

（財政課） 

ふるさと納税の影響や海外

景気の下振れリスクへの懸念

など、区財政は予断を許さな

い状況が続く中、子ども・子

育て関連施策や社会保障関連

経費、公共施設の改築・改修

等、さらにはエネルギー価

格・物価高騰等への対応など、

増加する財政需要に確実に対

応するため、引き続き行財政

改革の取組みを一層進め、持

続可能な財政基盤を維持す

る。 

― ふるさと納税の影響やエネルギー価格・物

価高騰等の区財政への影響を見極めながら、

「新たな行政経営への移行実現プラン」に示

された取組み等を踏まえ、財政の持続可能性

を維持できる財政見通しを示していく。 

また、この財政見通しとともに令和７年度

の予算フレームを示し、特別区債や基金を適

切な範囲で活用しつつ、令和７年度当初予算

を編成する。 
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令 和 ６ 年 度 主 要 事 務 事 業 

政策経営部 

区 分 事務事業名及び所管課 ６年度事業（目標） ６年度当初予算 事務事業の内容及び手法 

 区のおしらせ「せたがや」 

の発行 

（広報広聴課） 

区の施策や計画、制度、各

種サービス等区民生活に必要

な政策情報や行政情報を広く

区民に提供し、区民の区政へ

の理解と参加・参画を図る。 

178,742千円 １．定期号 

（１）発行回数 

   月３回（１・15・25日） 

年間35回（１月15日を除く） 

（２）発行形態 

・全区版（１・15日）タブロイド判８・

12頁 

・地域版（25日）タブロイド判４頁 

（３）発行部数（一号当たり） 

179,300部 

（４）配布方法 

  ・新聞折込（日刊６紙） 

・出張所・まちづくりセンター、図書館

等の公共施設 

・新聞未購読世帯への戸別配付（5,178

件（令和６年４月現在）） 

・その他 

区内全駅等（48駅）、郵便局（78ヶ所）、 

コンビニエンスストア（124ヶ所）、 

スーパー（11ヶ所）、書店（９ヶ所）、 

区内大学（９ヶ所）、金融機関（27ヶ所）、 

集合住宅（40ヶ所） 

 

（次頁に続く） 
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令 和 ６ 年 度 主 要 事 務 事 業 

政策経営部 

区 分 事務事業名及び所管課 ６年度事業（目標） ６年度当初予算 事務事業の内容及び手法 

 区のおしらせ「せたがや」 

の発行 

（広報広聴課） 

（続き） 

  ２．特集号 

パブリックコメントや選挙など特に重要

な情報については、特集号を発行する。 

 ・発行予定 ６回（予定） 

 ・発行形態 随時発行 

タブロイド判２・４・８頁 

３．その他 

（１）広報紙アプリ「マチイロ」 

いつでも好きな時に広報紙を閲覧でき

るように実施（令和６年４月８日現在登

録者件数：16,242件）。 

（２）多言語対応情報発信アプリ（カタログ

ポケット） 

広報紙を多言語に自動翻訳し、読み上

げ機能等を有するアプリへ掲載。 
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令 和 ６ 年 度 主 要 事 務 事 業 

政策経営部 

区 分 事務事業名及び所管課 ６年度事業（目標） ６年度当初予算 事務事業の内容及び手法 

 ＦＭ放送 

（広報広聴課） 

非常時の区民への的確な情

報伝達手段とするとともに、

平常時は区の取組みや事業、

生活に役立つ情報等を提供

し、区政に対する理解の向上

を図る。 

48,598千円 １．非常時の緊急放送 

 非常時に災害対策本部からの最新の情報

をエフエム世田谷で放送する（令和２年６

月運用開始）。 

 

２．平常時の世田谷区提供番組放送 

（１）「世田谷通信」 

区の取組みに関連したテーマについて

の区長とゲストとの対談。区の施策やイ

ベントの告知。レポーターによるまちの

話題の紹介。 

①区長の談話室（各30分間） 

第１・２日曜 11:30～ 

②世田谷情報セレクト（各20分間） 

毎週（月）～（金）9:30～、14:00～ 

毎週（土）11:30～ 

（２）防災・防犯インフォメーション（各３

分間） 

防災・防犯情報の提供 

毎週（月）～（金）17:30～ 

毎週（土）・（日）16:55～ 

（３）せたがやスクール・クルーズ（15分間） 

毎週（金）12:45～ 
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令 和 ６ 年 度 主 要 事 務 事 業 

政策経営部 

区 分 事務事業名及び所管課 ６年度事業（目標） ６年度当初予算 事務事業の内容及び手法 

 区政ＰＲ 

（広報広聴課） 

行政施策や日常生活に関わ

りの深い事業、施設情報等を

様々な情報提供手法を活用し

て区民に伝え、区政に対する

理解を深め、区民の区政への

参加・参画を促進する。 

76,143千円 

（内訳： 

区政PR： 

25,489千円 

ホームペー

ジ関係情報

関連予算： 

50,654千円） 

１．ホームページの活用推進 

  より使いやすく分かりやすいホームペー

ジとなるよう迅速に情報提供を行うととも

に、情報発信の安定性及び継続性の向上を

図る。 

・ホームページリニューアル 

令和６年９月２日に予定しているホーム

ページリニューアルに向けて、ウェブアク

セシビリティにおける最新のＪＩＳ規格及

びＤＸ推進に伴う区民サービス対応の向上

を図り、次期ホームページを構築する。 

 

２．メールマガジンの配信 

区政情報を広く発信する手段の一つとし

て、メールマガジンを定期的に配信する。 

（１）登録人数 17,684件 

（令和６年３月末現在） 

（２）配信回数 

①区からのお知らせ情報：月３回 

②資源・ごみ収集日情報：収集日ごと 

③ひとり親家庭支援情報：月２回程度 

④子ども子育て情報：月１回程度 

⑤発達障害に関する情報：月１回程度 

 

（次頁に続く） 
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令 和 ６ 年 度 主 要 事 務 事 業 

政策経営部 

区 分 事務事業名及び所管課 ６年度事業（目標） ６年度当初予算 事務事業の内容及び手法 

 区政ＰＲ 

（広報広聴課） 

（続き） 

  ３．せたがや便利帳の発行 

区民が世田谷区に暮らすうえで役立つ行

政情報を掲載した生活情報誌「せたがや便

利帳」を発行・配布する。 

（１）発行 令和６年８月 

（２）部数 45,000冊 

 

４．世田谷区全図の発行 

（１）発行 令和６年10月（予定） 

（２）部数 65,000部 

 

５．区政概要の発行 

区の施策・行事等区政の概要等を掲載し、

事務事業運営の資料や区政の記録及び情報

資料として作成する。 

区ホームページで電子データを公開する

ほか、区政情報センター、区政情報コーナ

ー、図書館に閲覧用の冊子を配架する。 

 

 

 

 

 

（次頁に続く） 
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令 和 ６ 年 度 主 要 事 務 事 業 

政策経営部 

区 分 事務事業名及び所管課 ６年度事業（目標） ６年度当初予算 事務事業の内容及び手法 

 区政ＰＲ 

（広報広聴課） 

（続き） 

  ６． YouTubeを活用した動画の制作・配信 

区の施策や取組み、イベントや見どころ、

区長記者会見など、様々な情報をタイムリ

ーに分かりやすく提供する手法として、動

画をYouTube公式チャンネルで配信する。手

話やテロップ、テキストデータの添付等に

より障害者への対応を行う。 

 

７．世田谷ＷＥＢ写真館の運用 

区内の名所や風景等の写真約1,000点を

公開している。これらの写真データの貸し

出しを通して、区の魅力を区内外へ広くＰ

Ｒする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（次頁に続く） 
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令 和 ６ 年 度 主 要 事 務 事 業 

政策経営部 

区 分 事務事業名及び所管課 ６年度事業（目標） ６年度当初予算 事務事業の内容及び手法 

 区政ＰＲ 

（広報広聴課） 

（続き） 

  ８． Xによる情報発信 

計11アカウントから最新の情報を発信す

るなど、情報発信の充実を図っている（令

和６年３月の新型コロナワクチンの特例臨

時接種の終了を受け、世田谷保健所（コロ

ナワクチン）アカウントを削除）。 

（１）政策経営部広報広聴課 

区の施策、イベント情報等 

（２）危機管理部 

防犯、防災、危機管理関連情報等 

（３）子ども・若者部 

子ども・子育て支援、若者支援関連情報等 

（４）世田谷保健所 

健康関連、食品衛生・環境衛生関連情報等 

（５）教育委員会事務局 

区教育委員会事務局からのお知らせ等 

（６）各総合支所 

地域ごとの身近な情報等 

（７）DX推進担当部 

   区のDX関連事業等 

※フォロワー総数／148,692人 

（令和６年３月末現在） 

 

（次頁に続く） 
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令 和 ６ 年 度 主 要 事 務 事 業 

政策経営部 

区 分 事務事業名及び所管課 ６年度事業（目標） ６年度当初予算 事務事業の内容及び手法 

 区政ＰＲ 

（広報広聴課） 

（続き） 

  ９．Facebookによる情報発信 

区内のイベント情報や見どころ、季節に

応じたタイムリーな情報を中心に発信する

など、情報発信の充実を図っている。 

※フォロワー数／4,270人 

（令和６年３月末現在） 

 

10．LINEによる情報発信 

  災害情報等の配信に加えて、子育て情報

や高齢・介護情報をセグメント配信し、情

報発信の充実を図っている。 

令和６年３月に、新型コロナワクチンの

特例臨時接種の終了を受け、新型コロナワ

クチン情報のセグメント配信を終了した。 

 

 ※友だち登録者数／48,012人  

フォロワー数／9,223人 

  （令和６年３月末現在） 

 

 

 

 

 

（次頁に続く） 
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令 和 ６ 年 度 主 要 事 務 事 業 

政策経営部 

区 分 事務事業名及び所管課 ６年度事業（目標） ６年度当初予算 事務事業の内容及び手法 

 区政ＰＲ 

（広報広聴課） 

（続き） 

  11.Instagramによる情報発信 

  試行実施として写真やショートムービー

で区の施策や区内の様々な魅力を配信する

など情報発信の充実を図っている。 

  ※フォロワー数/3,150人 

（令和６年３月末現在） 

 

12．広告収入の確保 

印刷物の広告掲載やバナー広告、広告付

映像モニターなどの広報媒体を活用して、

税外収入の確保に努める。 

（広報広聴課の広告料収入） 

・「せたがや便利帳」への広告掲載 

・区ホームページへのバナー広告掲載 

・庁舎内映像モニターへの広告掲載 
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令 和 ６ 年 度 主 要 事 務 事 業 

政策経営部 

区 分 事務事業名及び所管課 ６年度事業（目標） ６年度当初予算 事務事業の内容及び手法 

 区民の声 

（広報広聴課） 

区民の方々からの意見や要

望等を収集・把握し、区の施

策などの参考とする。 

5,771千円 １．区民の声 

区ホームページから寄せられた「区長へ

のメール」、「区長へのハガキ」、電話、FAX

等、区民の方からの意見、要望、苦情を収

集・把握し、担当所管課へ情報提供するこ

とで、区の施策や事業展開の参考とする。 

 

２．区政モニター 

区の施策等に係るアンケート等を行い、

具体的な意見や提案を収集し、施策や事業

の参考とする。 

（１）対象者：第20期区政モニター 

世田谷区在住で満18歳以上 

公募、定員200人 

（２）任期：２年（令和５年４月～令和７年

３月） 

（３）回数：年間４回 

（４）公表：翌年５月下旬に報告書 

区ホームページ 

      

      

 

 

          （次頁に続く） 
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令 和 ６ 年 度 主 要 事 務 事 業 

政策経営部 

区 分 事務事業名及び所管課 ６年度事業（目標） ６年度当初予算 事務事業の内容及び手法 

 区民の声 

（広報広聴課） 

（続き） 

  ３．区民意識調査 

区民が区政に対してどのような意見・要

望を持っているのかを把握し、今後の区政

運営を進めていくうえでの基礎資料とす

る。 

（１）対象 世田谷区在住の満18歳以上の区

民5,000人を無作為抽出 

（外国人含む） 

（２）方法 郵送配布・郵送回収またはイン

ターネットによる回答 

（３）期間 令和６年５月15日～６月５日 

（４）公表 令和６年９月上旬に、報告書 

（概要版あり）、区ホームページ 

（５）その他 報告書の概要版は､英語や音声 

コードにも対応 

 

４．区民意見募集 

区の主要な施策や計画等を策定する際に

素案等の段階から公表し、区民の誰もが意

見を述べたり、情報を知ったりできる機会

を設けるとともに、寄せられた意見に対し

て区の考え方を付して公表している。 

（１）区民意見提出手続（パブリックコメン

ト）実施予定 ５件 

（２）区民意見募集 実施予定 ６件 
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令 和 ６ 年 度 主 要 事 務 事 業 

政策経営部 

区 分 事務事業名及び所管課 ６年度事業（目標） ６年度当初予算 事務事業の内容及び手法 

 お問い合わせセンター運営 

（広報広聴課） 

区に関する手続きや制度、

催し物、施設案内等、様々な

問い合わせに、迅速に対応し、

区民の利便性の向上を図る。 

92,763千円 １．運営内容 

・開設時間 午前８時～午後９時 

（年中無休） 

・受付方法 電話、ＦＡＸ、区ホームペー

ジのメールフォーム 

※FAX、区ホームページのメールフォームで

は、24時間問い合わせ受付を実施 
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令 和 ６ 年 度 主 要 事 務 事 業 

総務部 

区 分 事務事業名及び所管課 ６年度事業（目標） ６年度当初予算 事務事業の内容及び手法 

 個人情報保護制度及び公文

書管理制度の適切な運用 

（区政情報課） 

個人情報保護法及び個人情

報保護条例に基づく個人情報

保護制度を円滑に運用する。 

また、公文書管理条例に則り、

永久保存する特定重要公文書

の移管、保存及び目録の作成、

公表を実施し利用請求に対応

する。 

5,161千円 １．個人情報保護制度の適切な運営 

  令和５年４月１日施行の改正法及び改正

条例に基づく個人情報保護制度を円滑に運

用し、個人情報保護を推進する。 

また、改正法に基づき郵送による個人情

報開示請求が可能になったことにより、請

求件数が大幅に増加しているため、引き続

き適切に対応する。 

 

２．公文書管理の適切な運営  

  永久保存となる特定重要公文書の適切な

保存に努める。 

  また、目録の作成、公表を実施し利用請

求に対応する。 

 

３．文書事務研修 

採用者、昇任者、文書監督者等への研修

を通じて、職員の知識向上や意識啓発に努

め、公文書管理の適切な運用及び情報公開

を推進するとともに、引き続き、適正な個

人情報の取扱いを徹底する。 
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令 和 ６ 年 度 主 要 事 務 事 業 

総務部 

区 分 事務事業名及び所管課 ６年度事業（目標） ６年度当初予算 事務事業の内容及び手法 

 人材育成の推進及び働きや

すい職場づくり 

（人事課、研修担当課、 

職員厚生課）  

 新たな人材育成方針を踏ま

え、今の時代に必要な人材育

成手法へと転換を図り、職員

一人ひとりが一層活躍できる

組織・職場風土の実現を目指

す。 

また、職員一人ひとりが心

身の健康を保つとともに、生

活と仕事を両立しながら、高

い意欲をもって最大限の力を

発揮し、区政に貢献できるよ

う、すべての職員にとって働

きやすい職場環境の整備や組

織風土づくりを進め、区政を

担う人材の確保・定着に向け

た取組みを推進する。 

39,461千円 

 

１．時代に即した人材育成の推進 

（１）管理職に求められる能力の向上 

管理職候補者に対して、管理職として

の自覚と組織管理の上での役割を認識さ

せる研修を実施する。また、新任管理職

等を支援するサポート担当者を選任し管

理職の育成を図る。 

   その他、全管理職を対象にマネジメン

ト能力の向上を図る研修を実施する。 

 

（２）係長、主任に求められる能力の向上 

監督職である係長について、少ない職

場経験であっても、経験を補完し、監督

者として求められる能力の向上を図る研

修を実施する。また、コミュニケーショ

ンや事務業務改善の中核となる主任に対

する研修を充実する。 

 

（３）若手職員研修の充実 

自立した活力ある人材の育成に資する

研修を若手職員対象に引き続き実施す

る。また、新規採用職員の育成担当者や

係長に対する支援研修を実施する。 

 

（次頁に続く） 
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令 和 ６ 年 度 主 要 事 務 事 業 

総務部 

区 分 事務事業名及び所管課 ６年度事業（目標） ６年度当初予算 事務事業の内容及び手法 

 人材育成の推進及び働きや

すい職場づくり 

（人事課、研修担当課、 

職員厚生課） 

（続き）  

  （４）制度改正を踏まえた研修の検討・充実 

管理職昇任選考（Ⅱ類）への指名制導

入を踏まえ、管理職候補者研修について

引き続き充実を図る。 

 

（５）キャリア形成に係る研修の充実 

職員がそれぞれのライフステージにお

いて意欲的に職務に取り組めるよう、段

階的な定年引上げも踏まえたキャリア研

修体系全体の見直しを進める。 

また、主任昇任選考及び係長級昇任能

力実証を翌年に控える職員に対しては、

今後の職業人生の具体的な計画を立てる

キャリアチャレンジ研修を実施する。 

 

（６）公務員としての高い倫理観、人権意識

の醸成 

服務規律の確保、高い公務員倫理の確

立、人権擁護への理解促進等を図るため、

採用時や昇任時のほか、一定の年数単位

で繰り返し研修を実施する。 

 

 

（次頁に続く） 
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令 和 ６ 年 度 主 要 事 務 事 業 

総務部 

区 分 事務事業名及び所管課 ６年度事業（目標） ６年度当初予算 事務事業の内容及び手法 

 人材育成の推進及び働きや

すい職場づくり 

（人事課、研修担当課、 

職員厚生課） 

（続き）  

  （７）新たな人材育成手法の検討 

区における重点的に取り組むべき人材

育成上の課題を踏まえ、今の時代に必要

な新たな人材育成手法の検討を進める。 

 

２．会計年度任用職員の職務知識の向上 

（１）会計年度任用職員に対する研修の実施  

地方公務員法の適用を受ける会計年度

任用職員に対し、求められる基礎知識や

実務知識習得に係る研修（動画視聴を含

む）を実施するとともに、選択研修や共

催研修の参加を促進する。 

 

３．職場研修の実施及び支援 

（１）職場研修の支援 

各所属で実施する職場研修が、より円

滑に運営されるように相談、情報提供を

行い、研修用機材の貸出しを行うことで

職場研修の充実に資する。 

 

 

 

 

（次頁に続く） 

38



- 37 - 

 

令 和 ６ 年 度 主 要 事 務 事 業 

総務部 

区 分 事務事業名及び所管課 ６年度事業（目標） ６年度当初予算 事務事業の内容及び手法 

 人材育成の推進及び働きや

すい職場づくり 

（人事課、研修担当課、 

職員厚生課） 

（続き）  

  ４．新たな研修手法の検討・実施 

（１）オンライン研修システムの導入 

  クラウドシステム上での録画配信によ

る研修を引き続き実施する他、グループ

ワークを中心とした集合型の研修と動画

視聴を組み合わせた研修手法等を取り入

れることで、研修を受講しやすい環境を

整えるとともに研修効果の向上を図る。 

 

５．働きやすい職場づくり 

（１）メンタルヘルスの推進 

採用時や昇任時の機会をとらえ職員に

対し、自身の心のケアに関する研修を実

施するとともに、管理監督者に対し初期 

支援や復職支援の手法を習得させる等、

ストレスマネジメントに関する研修を実

施する。また、個々の職員のストレスチ

ェックも併せて実施し、メンタル不調が

見られる職員へは産業医面談等を実施す

る。 

 

 

 

（次頁に続く） 
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令 和 ６ 年 度 主 要 事 務 事 業 

総務部 

区 分 事務事業名及び所管課 ６年度事業（目標） ６年度当初予算 事務事業の内容及び手法 

 人材育成の推進及び働きや

すい職場づくり 

（人事課、研修担当課、 

職員厚生課） 

（続き）  

  （２）ハラスメント防止の推進 

「職場におけるハラスメントの防止に

関する基本方針」に基づきハラスメント

ゼロを目指すとともに、職員が快適に働

くことができる職場や相談しやすい環境

づくりに努める。 

 

（３）働き方改革の推進 

「新たな超過勤務ルール」等による勤

務時間の適正管理及び職員のワーク・ラ

イフ・バランスの推進策に取り組み、職

員の様々な状況や多様性も尊重した、誰

もが働きやすい職場づくりを進める。ま

た過重労働に対しては、健康相談体制の

強化等により職員の健康管理も行ってい

く。 
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令 和 ６ 年 度 主 要 事 務 事 業 

総務部 

区 分 事務事業名及び所管課 ６年度事業（目標） 6年度当初予算 事務事業の内容及び手法 

 障害者雇用の推進 

（人事課） 

令和６年４月に改定された

新たな障害者の法定雇用率の

充足を図るため、引き続き計

画的に障害者を採用するとと

もに、障害のある職員が、安

心して安定的に働くことがで

きる職場づくりに、全庁をあ

げて取り組む。 

385千円 １．雇用率の更なる向上を目指した障害のあ

る職員の計画的な採用 

新たに策定した障害者活躍推進計画に基

づき、障害のある新規採用職員の積極的な

採用や配置職場の拡大、会計年度任用職員

の週所定労働時間20時間未満の職の設置に

伴う新たな任用などを通じて、雇用率の向

上に取り組んでいく。 

 

２．障害のある職員の活躍に向けた庁内環境 

整備の推進 

障害のある職員が特性を活かし、能力を

有効に発揮するため、庁内の環境整備を図

るとともに、職員研修等を通じて、全庁の

職員の障害に関する理解のさらなる促進を

図る。 

（１）人事課に設置している障害者雇用推進

チームにおいて、障害のある職員や配属

職場に対し支援を行うとともに、庁舎建

設を始めとする関係所管と連携し、障害

の有無に関わらず全ての人々が利用しや

すい環境を目指し、庁内の環境整備に取

組む。 

（次頁に続く） 
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令 和 ６ 年 度 主 要 事 務 事 業 

総務部 

区 分 事務事業名及び所管課 ６年度事業（目標） 6年度当初予算 事務事業の内容及び手法 

 障害者雇用の推進 

（人事課） 

（続き） 

  （２）障害者雇用についての理解を促進させ

るため、職員と管理職及び、障害のある

職員を配属する職場に対して障害や障

害者の就労に関する理解を促進する研

修を実施する。実施にあたっては実際の

事例を用いたグループワークなどを充

実させ、より実践的な内容で実施する。 

 

３．障害のある職員の定着に向けた支援 

障害のある職員が安心して安定的に働

き続けることができるよう、職場への定

着支援を行っていく。 

(１) 障害のある職員の安定した就労を目

指し、自己の障害状況や特性をまとめた

プロフィールシートの作成支援を行い、

職員本人の自己理解の促進にも努める。 

 

(２) 本人の特性や職場の状況に応じた、

日々の体調及び業務の進捗確認のため

のツールの活用を提案し、本人と職場の

コミュニケーションの活性化を図る。 

 

 

（次頁に続く） 
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令 和 ６ 年 度 主 要 事 務 事 業 

総務部 

区 分 事務事業名及び所管課 ６年度事業（目標） 6年度当初予算 事務事業の内容及び手法 

 障害者雇用の推進 

（人事課） 

（続き） 

  (３) 障害のある職員への理解を深めるた

め、地域の就労支援機関を交え、本人及

び職場での情報の共有や関わり方、対応

方法を深める機会を設け、障害のある職

員も共に働く職員も、互いに働きやすい

職場環境の実現を目指す。 
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令 和 ６ 年 度 主 要 事 務 事 業 

財務部 

区 分 事務事業名及び所管課 ６年度事業（目標） ６年度当初予算 事務事業の内容及び手法 

 公有財産の有効活用 

（経理課） 

世田谷区公有財産有効活用 

指針に基づき、区が所有する 

区有地等（土地・建物）の有 

効活用を図る。 

― １．区有地等の現況調査の実施 

全庁的に区有地等の現況調査を実施し、

土地バンク運営委員会において、有効活用

の検討を行い、区事業及び区事業関連での

暫定利用、民間事業者への貸付け、売払い

など、活用の推進を図る。 

 

２．世田谷土地活用ソリューションの推進 

（１）土地・建物の現況調査を踏まえ、貸付

の可否を適宜見直し、貸付対象の拡大を

図る。 

（２）物件情報の周知に加え、NPOや福祉団

体がより利用しやすくなるよう貸付料

の減免の可能性があることについても

周知を図る。また、土地取得等にあたり

土地バンク運営委員会で協議する際、暫

定利用計画についても所管部に求める

等、さらなる利活用を推進する。 
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令 和 ６ 年 度 主 要 事 務 事 業 

財務部 

区 分 事務事業名及び所管課 ６年度事業（目標） ６年度当初予算 事務事業の内容及び手法 

 入札・契約制度の改善 

（経理課） 

入札・契約制度について、

一層の透明性、競争性、公正

性の向上を図りながら、制度

改革の検証を進める。 

― １．入札・契約制度 

原則として、工事請負は一般競争入札を、

それ以外（物品購入や委託等）は希望制指

名競争入札を実施し、契約手続きの透明性

の向上を図る。なお、今般の経済情勢下で

生じている資材調達の遅滞や物価・労務費

等の高騰に対しては、柔軟な契約変更や実

勢に即した予定価格設定等、適切な対応を

図る。 

 

２．入札制度改革 

入札制度改革について、工事契約に係る

総合評価方式や委託契約に係る変動型最低

制限価格制度を適正に執行するとともに、

検証を進める。 

 

＜参考＞建設工事、物品の調達、委託等の契

約締結状況     【令和５年度実績】 

 件 数 金額（千円） 

工 事 312 18,618,629 

物 品 164 2,082,698 

賃貸借 53 5,946,322 

委託等 2,049 50,188,557 

（経理課取扱い分） 
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令 和 ６ 年 度 主 要 事 務 事 業 

財務部 

区 分 事務事業名及び所管課 ６年度事業（目標） ６年度当初予算 事務事業の内容及び手法 

 電子契約の導入に向けた検

討 

（経理課） 

他自治体での電子契約の導

入の動きを踏まえ、区におい

ても導入に向けた検討を進め

る。 

― 東京電子自治体共同運営において導入した

電子契約サービスの内容や先行自治体の状況

を精査し、電子入札や財務会計といった既存

システムとの連携構築や事業者への周知期間

等が必要な状況を踏まえ、円滑に稼働できる

よう丁寧に手順を確認するとともに、区内事

業者等の負担なども考慮に入れ、令和７年度

中の導入を目指し、検討を進める。 
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令 和 ６ 年 度 主 要 事 務 事 業 

財務部 

区 分 事務事業名及び所管課 ６年度事業（目標） ６年度当初予算 事務事業の内容及び手法 

 公契約条例の適正な運用 

（経理課） 

 公契約条例の実効性を確保

するための各種施策を推進す

る。 

― 公契約適正化委員会における議論を踏ま

え、新たな入札制度の実施及び検証に取り組

むとともに、公契約の履行における事業者の

法令遵守や労働環境の確保について、理解促

進のためのさらなる具体策を検討する。 

また、同委員会の労働報酬下限額に関する

意見書（令和５年12月）を踏まえ、引き続き

目標額に向けた下限額の段階的な引上げ及び

下限額が地域経済に与える効果等も含めた多

角的な議論が同委員会で進捗するよう努め

る。 
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令 和 ６ 年 度 主 要 事 務 事 業 

財務部 

区 分 事務事業名及び所管課 ６年度事業（目標） ６年度当初予算 事務事業の内容及び手法 

 公用車の管理・運用 

（経理課） 

 令和４年10月に定めた「公

用車の管理運営等に係る基本

方針」に基づき、リース方式

による公用車の管理・運用を

推進する。 

67,967千円 １．公用車の適正な管理 

リース方式の長所を活かし、老朽化した

車両を環境負荷が低く、安全性能の高い車

両に入れ替え、適正に管理する。 

 

２．公用車の効率的運用 

車両予約システムの利用により公用車の

稼働状況を可視化し、効率的運用に繋げる

とともに、配車予約のオンライン化を通じ

て公用車の代替手段であるタクシー利用を

推進し、乗用及び貨物車の必要台数の適正

化を図る。 
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令 和 ６ 年 度 主 要 事 務 事 業 

財務部 

区 分 事務事業名及び所管課 ６年度事業（目標） ６年度当初予算 事務事業の内容及び手法 

 区税の賦課 

（課税課） 

 公平かつ適正な賦課によ

り、区税調定を確保する。 

― １．公平・適正な区税賦課 

特別区民税・都民税及び軽自動車税種別

割について、公平・適正な賦課を行う。 

（１）AIやRPA等DXツールを効果的に活用する

とともに、システム移行に備え委託業務

内容の精査を行うなど民間の力を最大限

活用することで、賦課事務の更なる効率

化を図る。 

（２）区民の利便性の向上や事務の最適化を

図るため、国の方針等に基づき、特別徴

収税額通知など税務手続の更なるデジタ

ル化を進める。 

（３）給与支払報告書未提出の事業所に対し

提出を勧奨し、さらに特別徴収対象者を

増やすことで区税の増収へ繋げる。 

 

２．標準準拠システムへの移行 

国が示した税務標準準拠システムへの令

和７年１月の円滑な移行に向け、システム

検証やデータ移行検証等を進めるととも

に、新システムにあわせた事務処理の再構

築を行う。 

  

49



- 48 - 

 

令 和 ６ 年 度 主 要 事 務 事 業 

財務部 

区 分 事務事業名及び所管課 ６年度事業（目標） ６年度当初予算 事務事業の内容及び手法 

 区税徴収の推進 

（納税課） 

  

特別区民税等の適正かつ公

平な徴収を進め、収納率の向

上と財源確保を図る。 

― １．特別区民税等の収納率の向上 

（１）現年度分の徴収の推進 

①滞納の累積化の未然防止の取組みとし

て、Web口座振替受付サービスやキャッ

シュレス決済等の納付方法など様々な

機会を捉え、周知することで期限内納付

を促進する。 

②文書による督促・催告、電話催告、SMS

（ショートメッセージサービス）催告等

を組み合わせることにより、滞納整理の

早期着手を図る。 

 

（２）滞納整理の推進 

滞納者に対する財産調査、捜索、差押、

公売等を効果的、効率的に行い適切な徴

収を推進する。また、滞納者の状況を丁

寧に聴き取り、必要に応じ法令に基づい

た納付緩和措置を実施する。 

 

（３）電話催告センターの活用範囲の拡充 

AIによるオートコールシステム（事前

登録内容を指定した電話番号に自動架

電）を活用した新たな催告の手法につい

て、令和７年度の導入を目指し検討する。 
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令 和 ６ 年 度 主 要 事 務 事 業 

財務部 

区 分 事務事業名及び所管課 ６年度事業（目標） ６年度当初予算 事務事業の内容及び手法 

 区税徴収の推進 

（納税課） 

（続き）  

 ― ２．標準準拠システムへの移行 

令和７年１月からの税務標準準拠システ

ムの円滑な稼働に向け、事業者及び区側の

ユーザ検証や操作研修等を実施するととも

に、新たなシステムに併せた事務処理の再

構築を行う。 

 

３．過誤納金還付業務等の効率化 

過誤納金還付業務等について、外部委託

を令和６年度から開始する。その後も引き

続き、事務フローの見直しや業務改善を検

討し、より効果的かつ効率的な業務運用を

図る。 
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令 和 ６ 年 度 主 要 事 務 事 業 

財務部 

区 分 事務事業名及び所管課 ６年度事業（目標） ６年度当初予算 事務事業の内容及び手法 

 債権管理の強化 

（納税課） 

区が有する債権について、

全庁的な取組みによって、適

正な債権管理と一層の徴収強

化を図る。 

 債権管理強化の重点取組みとして、債権管

理重点プラン（令和６～９年度）に基づき、

債権管理委員会を通じて、具体的な取組みを

推進し、全庁的に収入未済の縮減に努めると

ともに、引き続き適切な管理を図る。 

① 債権管理重点プラン（令和６～９年度）

に基づく推進状況の管理  

② 生活困窮者に対する必要な支援への連携

手法の検討 

③ 徴収強化月間の実施 

④ 債権管理研修の実施 

⑤ 弁護士による私債権の整理・回収業務の

実施（司法的手続きの強化） 

⑥ 私債権を対象とした債権管理に特化した

法律相談の実施 
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令 和 ６ 年 度 主 要 事 務 事 業 

財務部 

区 分 事務事業名及び所管課 ６年度事業（目標） ６年度当初予算 事務事業の内容及び手法 

新規 用地取得基金の活用 

（用地課） 

道路、公園の公共施設用地

等の取得について、用地取得

基金を活用し、区による直接

買収を進める。 

 

 

 

 

－ 用地の先行取得について、土地開発公社に

て代行買収していたものの一部を、令和６年

３月に設置した用地取得基金による区の直接

買収へ変更し、借入利息の低減を図る。 

基金活用にあたっては、積立額に応じた用

地取得計画を作成し、効率的な運用を図る。 
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令 和 ６ 年 度 主 要 事 務 事 業 

会計室、政策経営部、財務部、施設営繕担当部 

区 分 事務事業名及び所管課 ６年度事業（目標） ６年度当初予算 事務事業の内容及び手法 

 効果的な新公会計制度の運

用 

（会計課、政策企画課、 

財政課、経理課、 

公共施設マネジメント課） 

 

 

 

引き続き、財務諸表の経年

比較を実施することにより、

説明責任の一層の充実を図る

とともに、事業別財務諸表の

公表を行い、新公会計制度の

多角的な活用を進める。 

1,100千円 １．令和５年度財務諸表を決算の参考資料と

して議会に提出するとともに、財務諸表の

経年比較や庁内でのコスト分析を行えるよ

う、「財務諸表見える化ボード」を公表する。 

 

２．令和５年度事業別財務諸表についても「財

務諸表見える化ボード」内で公表する。 

 

３．決算付属資料「主要施策の成果」に財務

諸表（行政コスト計算書）を掲載してフル

コストを示すとともに、取組みの単位あた

りコストを分析し、客観的な指標に基づく

評価を行う。 
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令 和 ６ 年 度 主 要 事 務 事 業 

企画総務領域 

区 分 事務事業名及び所管課 ６年度事業（目標） ６年度当初予算 事務事業の内容及び手法 

 基本計画の推進 

 

 

 

基本計画における重点政策

及び企画総務領域に関連する

分野別政策を推進する。 

 

― 
 

１．基本計画に掲げる重点政策 

 分野横断的な体制を整え、以下の政策を推

進する。 

（１）子ども・若者が笑顔で過ごせる環境の

整備 

（２）新たな学校教育と生涯を通じた学びの

充実 

（３）多様な人が出会い、支え合い、活動で

きるコミュニティの醸成 

（４）誰もが取り残されることなく生き生き

と暮らせるための支援の強化 

（５）自然との共生と脱炭素社会の構築 

（６）安全で魅力的な街づくりと産業連関に

よる新たな価値の創出 

 

２．基本計画に掲げる分野別政策 

（１）脱炭素化の推進 
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令 和 ６ 年 度 主 要 事 務 事 業 

企画総務領域 

区 分 事務事業名及び所管課 ６年度事業（目標） ６年度当初予算 事務事業の内容及び手法 

 新たな行政経営への移行実

現プランの推進 

 

新たな行政経営への移行実

現プランにおける企画総務領

域に関連する取組みを推進す

る。 

― 
 

１．新たな仕組みづくり 

（１）情報発信・共有、問い合わせ対応にお

ける新たな仕組みの構築 

（２）施策構築における歳入の観点の強化 

（３）官民連携による課題解決手法の構築 

（４）時代に即した事業の再構築 

 

２．職員の時間の効果的活用 

（１）内部定型事務の効率的運用 

（２）ＤＸによる事務の効率化 

（３）補助金・助成金申請の利便性向上 

 

３．組織力の向上・人材の育成（専門性の向

上） 

（１）強固な組織・体制の構築 

（２）職員等の専門性の向上 
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